
碧南市　連結

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 127,760,265 固定負債 18,709,147

有形固定資産 123,112,963 地方債 13,486,580
事業用資産 73,524,833 長期未払金 -

土地 40,502,998 退職手当引当金 5,183,673
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 70,210,815 その他 38,894
建物減価償却累計額 △ 41,827,036 流動負債 4,314,140
工作物 14,885,688 1年内償還予定地方債 2,438,159
工作物減価償却累計額 △ 10,592,600 未払金 893,370
船舶 2,448 未払費用 -
船舶減価償却累計額 △ 2,448 前受金 9,048
浮標等 - 前受収益 697
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 517,643
航空機 - 預り金 316,224
航空機減価償却累計額 - その他 138,999
その他 9,737 23,023,287
その他減価償却累計額 △ 7,029 【純資産の部】
建設仮勘定 342,260 固定資産等形成分 132,406,450

インフラ資産 46,107,577 余剰分（不足分） △ 12,958,916
土地 24,755,884 他団体出資等分 74,817
建物 1,469,527
建物減価償却累計額 △ 645,671
工作物 39,251,265
工作物減価償却累計額 △ 18,769,764
その他 5,090
その他減価償却累計額 △ 4,835
建設仮勘定 46,081

物品 10,533,166
物品減価償却累計額 △ 7,052,613

無形固定資産 87,938
ソフトウェア 86,462
その他 1,476

投資その他の資産 4,559,364
投資及び出資金 130,770

有価証券 68,546
出資金 62,224
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 215,112
長期貸付金 981,630
基金 2,813,259

減債基金 -
その他 2,813,259

その他 510,214
徴収不能引当金 △ 91,621

流動資産 14,785,373
現金預金 7,099,235
未収金 1,411,494
短期貸付金 -
基金 4,646,185

財政調整基金 4,639,458
減債基金 6,727

棚卸資産 1,619,615
その他 37,867
徴収不能引当金 △ 29,023

繰延資産 - 119,522,351
142,545,638 142,545,638

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

【様式第１号】

貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



碧南市　連結 【様式第２号】

（単位：千円）

経常費用 46,011,494
業務費用 24,965,473

人件費 9,585,245
職員給与費 7,619,036
賞与等引当金繰入額 605,784
退職手当引当金繰入額 450,129
その他 910,296

物件費等 14,250,508
物件費 10,098,585
維持補修費 770,899
減価償却費 3,342,066
その他 38,958

その他の業務費用 1,129,720
支払利息 96,656
徴収不能引当金繰入額 47,611
その他 985,453

移転費用 21,046,021
補助金等 5,898,447
社会保障給付 13,669,231
他会計への繰出金 1,453,520
その他 24,823

経常収益 9,729,216
使用料及び手数料 7,838,525
その他 1,890,691

純経常行政コスト 36,282,278
臨時損失 159,961

災害復旧事業費 -
資産除売却損 28,257
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 131,704

臨時利益 43,717
資産売却益 2,805
その他 40,912

純行政コスト 36,398,522

行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



碧南市　連結

（単位：千円）

前年度末純資産残高 120,496,687 132,605,069 △ 12,186,208 77,826

純行政コスト（△） △ 36,398,522 △ 36,398,522 -

財源 35,329,587 35,329,587 -

税収等 27,611,515 27,611,515 -

国県等補助金 7,718,072 7,718,072 -

本年度差額 △ 1,068,935 △ 1,068,935 -

固定資産等の変動（内部変動）

資産評価差額

無償所管換等

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

比例連結割合変更に伴う差額

その他

本年度純資産変動額 △ 974,336 △ 198,619 △ 772,708 △ 3,009

本年度末純資産残高 119,522,351 132,406,450 △ 12,958,916 74,817

【様式第３号】

純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分
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注記 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

ア 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

(ｱ) 昭和５９年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

(ｲ) 昭和６０年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 無形固定資産･･････････････････････････････原則として取得原価 

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

 (2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

ア 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法） 

イ 満期保有目的以外の有価証券 

市場価格のないもの････････････････････････取得原価 

ウ 出資金 

市場価格のないもの･･････････････････････出資金額 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

ア 販売用土地････････地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第４条第２項

各号に掲げる方法 

イ 貯蔵品････････････総平均法による原価法 

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

ア 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   3年～50年 

工作物  7年～60年 

物品   2年～60年 

ただし、水道事業会計における取替資産については取替法によっています。 

イ 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっ

ています。） 

ウ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 
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(5) 引当金の計上基準及び算定方法 

ア 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率及び個別に回収の

可能性を検討し、徴収不能見込額を計上しています。 

イ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

ただし、一部事務組合・広域連合においては、地方公共団体財政健全化法における退

職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っています。 

ウ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

(6) リース取引の処理方法 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリー

ス料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(7) 連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（一般会計等においては、碧南市財務規

則において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等としています。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払

いを含んでいます。 

(8) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 
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２ 追加情報 

(1) 連結対象団体（会計） 

会計名 区分 連結の方法 比例連結 

割合 

国民健康保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

介護保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

後期高齢者医療保険 

特別会計 

地方公営事業会計 全部連結 － 

水道事業会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

病院事業会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

衣浦衛生組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 60.056％ 

衣浦東部広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 18.0％ 

碧南市土地開発公社 地方三公社 全部連結 － 

（株）ヘキナンシティ 

カンパニー 

第三セクター等 全部連結 － 

（公財）碧南市健康増進会 第三セクター等 全部連結 － 

（一財）衣浦港福祉協会 第三セクター等 全部連結 － 

連結の方法は次のとおりです。 

ア 地方公営事業会計は、すべて全部連結の対象としています。 

ただし、地方公営企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち、

当該規定等の適用に向けた作業に着手しているものについては、連結対象団体（会計）

の対象外としています。したがって、一般会計等における他会計への繰出金等が内部相

殺されない場合があります。 

公共下水道事業特別会計  企業債残高  14,611,376千円 

             他会計繰入金 1,398,000千円 

イ 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象と

しています 

ウ 地方三公社は、全部連結の対象としています。 

エ 第三セクター等は、出資割合等が５０％を超える団体は、全部連結の対象としていま

す。 

(2) 出納整理期間 

地方自治法第２３５条の５に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）にお

いては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の

計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会

計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了し

たものとして調整しています。 
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(3) 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

(4) 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

現に公用もしくは公共用に供されていない公有財産 

売却が既に決定している資産 

イ 内訳 

事業用資産  151,934千円（191,595千円） 

土地   151,934千円（191,595千円） 

平成３０年３月３１日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によ

っています。 

上記の（191,595千円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 
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